
様式第４号（第４条関係） 

 

  出張報告書   
幹 事 長 印 経 理 責 任 者 印 

  

平成 29年 10月 16日 

 幹事長 

      阪口 均 殿 

                                             出張者氏名 阪口 均    印 

 

浦川 佳浩  印 

 

              下記のとおり報告します。 

 

 １．出 張 先  地方議員研究会（TKP東京駅八重洲カンファレンスセンター） 

  ２．出張日時  平成 29年 8月 28日（月曜日）   

  ３．出張用務 

    地方議員研究会 議員セミナーに出席 

 

  ４．旅費等 

[1] セミナー参加費 （15,000円×2講座）      30,000円                

[2] 旅費                     26,974 円 

   JR熊取駅 ～ 関西空港駅     

往復乗車券    460円×2回 = 920円 

       関西空港 ～ 羽田空港 

往復航空券 12,390円×2回 ＝  24,780 円 

   羽田空港第 2ビル駅 ～ 東京駅（東京モノレール・JR山手線経由）     

往復乗車券    637円×2回 = 1,274円 

 

[3] その他（日当１日分）              3,000円 

                                       総計   59,974円  （2人分：119,948円） 

５．報    告 

   下記の地方議員研究会セミナーを受講した。 

① 「家庭教育支援行政の実際」について 

② 「家庭教育支援行政の課題と改善策」について 

 

(詳細な講義内容は次頁に示す) 

 

 

 



５．報  告  書 

セミナー受講報告                   平成２９年８月２8日 

「家庭教育支援行政の実際」・「家庭教育支援行政の課題と改善策」を受講して 

■講師：水野達朗 氏（一般社団法人家庭教育支援センター 代表理事） 

 平成 18年に教育基本法が改正され、家庭教育に対する位置付けが定義されたこと 

を受けて、家庭教育支援条例を施行する自治体も出てきた。 

そもそも家庭教育とは、親が子どもに家庭内で、言葉や生活習慣、コミュニケー 

ションなど、生きていく上で必要なソーシャルスキルを身につける援助を行うことで、 

全ての教育の基礎となるものの事をいう。 

 近年では、「核家族化」や「地域とのつながりの希薄化」、「親の孤立化」、「身近に親 

としての手本がない」、「ネット等で子育て情報だけが氾濫」など、家庭環境を取り巻く 

課題があげられており、こういった背景により、保護者に対する家庭教育の学習機会や 

情報を提供し、サポートを行う必要が出てきている。 

 家庭教育を支援することによって、家庭が力をつけ、併せて地域や学校の教育力も 

向上することに繋がり、結果、不登校児童を未然に予防する事にもつながる。 

全国で約１２万人いる不登校児童のうち、約３万人しか復学出来ていない現状を 

改善させ、これらの問題をさらに拡げる事なく、いかに未然に予防する事に繋げるかが 

「家庭教育支援」に期待するところである。 

 

視察を終えての感想 

阪口：かつて「家庭教育」は地域社会の中で自然と行われ、誰かれなく子どもたちを見守

り 

教育し、育てていた。しかし近年社会環境や家庭環境の変化に伴ってその形が崩れ、家庭 

での教育が行き届かない子どもたちが増えてきた。結果として不登校や引きこもりなど、 

最近多発している社会問題がクローズアップされてきている。家庭教育支援の仕方として 

行政が行う場合と民間が行う場合があり、自治体によっては「家庭教育支援条例」の施行 

を始めているところもある。本町は妊娠から出生、子育て、保育、小学校、中学校まで 



切れ目のないケアを特徴としている。しかし不登校児童が全くゼロではない実態もあるの 

で、スクールソーシャルワーカーの活動等の力も借り、行政としてできる限りのことは、 

やっていくようチェックしていきたい。 

浦川：近年、他の自治体で「家庭教育支援条例」が施行されている例があり、実例を 

学ぶ為、当セミナーを受講した。核家族化が急激に進む時代背景のなか、併せて地域の 

中での子どもを通じた付き合いが減少している。平成 14年に約７割のお母さんが 

「子育ての悩みを相談出来る人がいる」と回答していたが、平成 26年には約４割に 

減少し、併せて児童虐待の相談件数が増加している。地域との繋がりの希薄化は、家庭 

だけでなく、学校にも広がりをみせ、小 1プロブレム（集団行動出来ない・先生の話 

を聞かない・座っていられないなど）や中１ギャップ（小学校から中学校へと環境が 

変わる事に順応できないなど）の問題が顕在化され、行政は「小中一貫校の導入」や 

「子育てサロン」、「子育てセミナー」などを実施し、対応に予算を投じている。 

しかしながら、子どもが不登校になった際に、行政の縦割り組織の弊害が顕著に 

現れ、窓口の複雑化（教育委員会と福祉部・子育て支援センター）など、類似した所管 

があり、対応が後手に回っている自治体も多い事を学んだ。 

本町では、教育委員会と福祉部局との連携が出来ており、その様な問題はないとの 

事だが、これ以上不登校児童が出ない様（本町の不登校児童：小学生 9名・中学生 19  

名※平成 27年度）、環境作りにより専念して頂きたい。 

 

 




